
３ 個人調査 

 

（１）OFF-JT の受講状況 

①OFF-JTの受講状況（図26） 

     平成17年に、OFF-JTを受講した正社員は58.2%、非正社員は31.0%であった。業種別

に見て、正社員、非正社員ともに、「医療,福祉」の受講率が高く、正社員と非正社員

の受講率に差が大きかったのは、「製造業」、「電気・ガス・熱供給・水道業」、「飲

食店,宿泊業」であった。また、OFF-JTを受講した者の平均延べ受講時間は、正社員33.

2時間、非正社員17.6時間となっている。 

 

図26　OFF-JTを受講した労働者
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②OFF-JTの受講内容（図27） 

     平成17年度に、正社員が「OFF-JT」を受講した内容は、社外で行われたOFF-JTでは、

「職能別研修」35.2%が多く、次いで「課題別研修」22.3%、「階層別研修」15.8%とな

っている。社内では、「階層別研修」36.3%、「職能別研修」35.9%、「課題別研修」3

2.3%は同程度の受講状況であった。 

     一方、非正社員が「OFF-JT」を受講した内容は、社外で行われたOFF-JTでは、「職

能別研修」19.1%、次いで「課題別研修」11.7%「階層別研修」7.6%となっている。社

内では、「職能別研修」37.4%が最も多く、次いで「課題別研修」29.5%「階層別研修」

24.1%となっている。 

     また、労働者側から見た各研修の役立度では、いずれも研修も「役立だった」又は

「ある程度役だった」とする者が多いが、正社員における評価よりも、非正社員にお

ける評価の方が一層高い傾向が見られる。 

 

  ③OFF-JTの実施主体（図28） 

     OFF-JTを受講した者について、受講した教育訓練の実施主体をみると、正社員にお

いては、「自社」66.5%、「民間教育訓練機関」32.4%、「能力開発協会、労働基準協

会、公益法人、その他の業界団体」23.1%が高くなっている。 

     一方、非正社員においては、「自社」が76.5%と正社員に比べても高く、次いで「親

会社・グループ会社」12.9%となっており、受講形態は正社員と異なる様子が伺われる。 

図27　ＯＦＦ-ＪＴの受講内容（複数回答）
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図28　OFF-JTを受講した労働者の利用した教育訓練機関（複数回答）
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（２）自己啓発の実施状況 

①自己啓発の実施状況（図29、図30） 

     平成17年度に自己啓発を行った者は、正社員では46.2%、非正社員では23.4%であっ

た。一人当たり平均延べ受講時間を見ると、正社員では、42.7時間、非正社員では30.

8時間となっており、正社員・非正社員ともに、「10時間～50時間未満」の延べ受講時

間の者が最も多く、50時間未満の者が、過半を占めた（正社員62.6%、非正社員69.4%）。 

図29　自己啓発を行った労働者
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図30　自己啓発の平均延べ受講時間別の労働者
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  ②自己啓発の実施形態（図31） 

     どのような自己啓発を行ったかについてみると、正社員においては、「社内の自主

的な勉強会・研究会への参加」42.8%、「ラジオ・テレビ・専門書・インターネットな

どによる自学・自習」39.0%が多く、次いで、「民間教育訓練機関の講習会・セミナー

への参加」28.6%、「社外の勉強会・研究会への参加」23.2%、「通信教育の受講」21.

3%と続いている。 

     一方、非正社員においても、「社内の自主的な勉強会・研究会への参加」50.9%、「ラ

ジオ・テレビ・専門書・インターネットなどによる自学・自習」33.6%を行った者が多

く、次いで「社外の勉強会・研究会への参加」22.1%、「民間教育訓練機関の講習会・

セミナーへの参加」19.7%、「通信教育の受講」14.3%と続いている。 

 

図31　受講した自己啓発の教育訓練機関の種類（複数回答）
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③自己啓発の問題（図32、図33） 

     自己啓発について何らかの問題があるとした労働者は、正社員では85.5%、非正社員

では71.7%であった。 

     自己啓発における問題の内訳を見てみると、正社員では、「仕事が忙しくて自己啓

発の余裕がない」60.5%が最も多く、次いで、「費用がかかりすぎる」40.3%、「セミ

ナー等の情報が得にくい」、「自己啓発の結果が社内で評価されない」、「適当な教

育訓練機関が見つからない」、「コース受講や資格取得の効果が定かではない」とす

る者が同程度の割合となっている。 

     一方、非正社員においても、「仕事が忙しくて自己啓発の余裕がない」42.6%が正社

員と同様にもっとも多いが、正社員と比べるとその割合は低くなっている。次いで、

「費用がかかりすぎる」36.5%、「セミナー等の情報が得にくい」30.6%となっている。

「家事・育児が忙しくて自己啓発の余裕がない」、「セミナー等の情報が得にくい」、

「適当な教育訓練機関が見つからない」、「やるべきことがわからない」は正社員と

比べてより問題点とする割合が高い。 

 

図32　自己啓発に問題があるとした労働者
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図33　自己啓発に問題のある労働者の自己啓発の問題点（複数回答）
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  ④自己啓発に関する情報（図34、図35） 

     自己啓発に関して情報が不足しているとした労働者は、正社員では64.6%、非正社員

では54.1%であった。不足しているとした情報は、正社員・非正社員とも「どのような

コースが、どの程度あるのか」、「各コースの内容」、「各コースの概要」が高く、

さらに、正社員では「各コースの評価」についても不足しているとしている。 

 

 

 

 

 

 

図34　自己啓発に関して情報が不足しているとした労働者
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図35　自己啓発に関して情報が不足している労働者が不足しているとした情報（複数回答）
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（３）これからの職業生活の設計（図 36、図 37） 

   これからの職業生活の設計についての考え方をみると、正社員においては、「自分で

職業生活設計を考えていきたい」31.1%、「どちらかといえば、自分で職業生活設計を考

えていきたい」36.8%と自分自身での職業生活設計を主体的に考える者が７割近くを占め

ている。 

   一方、非正社員においては、「自分で職業生活設計を考えていきたい」23.5%、「どち

らかといえば、自分で職業生活設計を考えていきたい」22.8%と自分自身での職業生活設

計を主体的に考える者が半数に満たず、また、30.6%は「わからない」と回答しており、

これからの職業生活設計についての考え方は、正社員と非正社員で異なっている。 

   また、キャリア・コンサルティングを利用したいとする労働者は、正社員では43.5%、

非正社員では30.0%となっている。 

 

図37　キャリア・コンサルティング制度を利用したい労働者
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図36　職業生活設計の考え方
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